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年度経営計画（令和 6年度）の評価 
 
１.業務環境について 

 
（１）地域の経済動向 

政府の月例経済報告において、令和６年４月では国内経済の基調判断を「景気
は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復している。」とし、先行きに
ついては、「雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やか
な回復が続くことが期待される。」としていました。その後、令和６年８月に
「景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。」とされていま
したが、令和７年４月には「景気は、緩やかに回復しているが、米国の通商政策
等による不透明感がみられる。」としています。 

 
地元金融機関が行った川崎市内中小企業の動向調査では、令和６年４～６月期

の景況感を総合的に示す業況ＤＩ（業況判断指数）は、前期△13.5 と比べて 2.8
ポイント上昇の△10.7、７～９月期は前期と比べて 8.4 ポイント上昇の△2.3、１
０～１２月期は前期と比べて 1.7 ポイント低下の△4.0、令和７年１～３月期は前
期と比べて 3.1ポイント上昇の△0.9と推移しました。 

 
 （２）中小企業を取り巻く環境 
   中小企業においては、長期化する原材料価格の高騰や円安、多発する自然災害

等の影響により、依然として厳しい状況が続いていました。 
 
２.事業計画について 
 
【保証承諾】 

「伴走支援型特別保証制度」等による借換需要や年度末の駆け込み需要により、
４８５億８５百万円となり、計画、前年度ともに上回りました。 

 
【保証債務残高】 

保証承諾が増加したことなどから１，７５５億９１百万円と計画は上回りまし
たが、借換の割合が高いため、前年度は下回りました。 

 
【代位弁済】 

コロナ禍での借入による返済負担の増加や原材料の価格高騰の影響等はあるも
のの、３２億７９百万円となり、計画、前年度ともに下回りました。 

 
【回収】 

不動産売却による弁済が減少していること等から、３億４８百万円となり、計
画、前年度ともに下回りました。 
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令和 6年度業務数値 
（金額単位：百万円、計画達成率・前年度比：％） 

 6年度実績 6年度計画 計画達成率 前年度比 5年度実績 

保証承諾 48,585 43,000 113.0 103.0 47,150 

保証債務残高 175,591 168,857 104.0 95.4 184,096 

代位弁済 3,279 3,600 91.1 99.3 3,302 

実際回収 348 450 77.3 72.0 483 

 
 
３.決算概要について 
 
令和 6年度の決算概要は、以下のとおりです。 
経常収入 23億 36百万円 

経常支出 13億 83百万円 

経常収支差額 9億 53百万円 

経常外収入 49億 93百万円 

経常外支出 52億 70百万円 

経常外収支差額 ▲2億 77百万円 

経常・経常外収支差額 6億 76百万円 

当期収支差額 6億 76百万円 

 当期収支差額の 6 億 76 百万円については、収支変動に備えるための収支差額変動準
備金に 3 億 38 百万円及び基金準備金に 3 億 38 百万円を繰り入れ、経営基盤の強化を
図りました。 
 
４．重点課題について 
 （１）保証部門 

１）金融機関等と連携した中小企業支援 
   ① 中小企業のライフステージに応じた支援を行うため、信用保証を利用する

中小企業の経営課題や金融機関の支援方針を確認する等、金融機関との対話
を通じて連携強化に取組みました。 

 
金融機関営業店舗訪問回数   ４３７回（前年度比  １１９．１％） 
金融機関本部との対話回数    ２３回（前年度比  １２１．１％） 
保証事務説明会回数       ３１回（前年度比  １６３．２％） 
保証事務説明会参加営業店舗数 ４６店舗（前年度比  １２７．８％） 

 
   ② 「伴走支援型特別保証制度」、「経営力強化保証制度」等により、物価高

騰や人手不足等の影響を受けている中小企業の資金繰り支援に取組みまし
た。なお、プロパー融資の同時実行または申込金融機関の支援を受けつつ、
自ら経営行動計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業
者を対象とした「協調支援型特別保証制度」の取扱いを令和７年３月１４
日から開始しました。 

 
    ア 伴走支援型特別保証制度（セーフティネット保証４号、５号含む） 

※令和６年６月３０日申込受付分で取扱い終了 
件数       ３１７件（前年度比   ３０．９％） 
金額   ８６億６０百万円（前年度比   ３４．９％） 

     イ 経営力強化保証制度（セーフティネット保証５号含む）   
件数                 ５２３件（新規） 
金額            １２９億９０百万円（新規） 

ウ 事業再生計画実施関連保証（感染症対応型） 
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件数             １５件（前年度実績なし） 
金額         ５億３４百万円（前年度実績なし） 

エ 協調支援型特別保証制度 
    件数                   ５件（新規） 

 金額              ２億２０百万円（新規） 

 

③ 中小企業が資金調達コストを軽減できるよう、川崎市が保証料の一部を補
助する「川崎市中小企業融資制度」を利用した資金調達支援に取組みました。 

 
川崎市中小企業融資制度 

件数     ２，７２５件（前年度比   ９６．６％） 
            金額  ４１７億２３百万円（前年度比   ９９．２％） 

（参考：承諾全体に占める川崎市中小企業融資制度の構成比）      
            件数構成比   ９０．７％（前年同期   ９２．４％）  
            金額構成比   ８５．９％（前年同期   ８９．２％） 
 

④ 経営者保証の取扱いについては、「経営者保証改革プログラム」等に沿っ
た取組みを推進しました。 

 
    ア 金融機関との連携により経営者保証を不要とした保証   

件数        ４６件（前年度比  ２１９．０％） 
            金額   １９億１６百万円（前年度比  １９３．４％） 

イ 財務要件型無保証人制度を利用した保証   
      件数        １９件（前年度比  １５８．３％） 

            金額    ８億８８百万円（前年度比  ２５３．７％） 
ウ 不動産担保の保全があり経営者保証を不要とした保証   

件数         ２件（前年度比   ５０．０％） 
金額      ５４百万円（前年度比   ６５．９％） 

エ スタートアップ創出促進保証制度を利用した保証 
    件数         ７件（前年度比  １７５．０％） 

            金額      ６６百万円（前年度比   ６８．０％） 
オ 事業者選択型経営者保証非提供制度を利用した保証 

   件数        ８８件（前年度実績     ２件） 
      （令和６年３月１５日取扱い開始） 

          金額   １５億８５百万円（前年度実績  ２３百万円） 
     カ 事業者選択型経営者保証非提供促進特別制度を利用した保証 

  （令和６年３月１５日取扱い開始）  
       件数              ４件（前年度実績なし） 

金額    １億２２百万円（前年度実績なし） 
キ その他代表者を保証人とせずに承諾した保証 

      件数        ５８件（前年度比   ６５．２％） 
            金額   ２２億６０百万円（前年度比   ７２．３％） 

 

２）地域経済活性化に向けた取組みの推進 
① 地域における起業を喚起するため、川崎市男女共同参画センターと連携し
て創業予定者向け無料相談窓口を開設し、課題解決に向けたアドバイス等を行
いました。 

 
無料相談窓口の相談        １７者（前年度比  １３０．８％） 
 
また、専門家を活用した創業計画策定支援や創業フォローアップ診断に取

組むとともに、創業予定者向けに情報提供を行うオンライン創業セミナーを
開催しました。 
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創業計画策定支援先         ０者（前年度実績     １者） 

 回数        ０回（前年度実績   延べ３回） 
創業フォローアップ診断先      ７者（前年度比  ７００．０％） 
創業に係る訪問支援先      １２１者（前年度比  ５７６．２％） 

             回数    延べ１３９回（前年度比  ６０４．３％） 
 

創業セミナー 
    開催日 令和６年１０月１０日 （参加人数 １２名） 

主催  当協会 
後援  Ｋ－ＮＩＣ、川崎信用金庫、日本政策金融公庫川崎支店、  

川崎商工会議所、川崎市産業振興財団、川崎市男女共同参  
画センター 

 
開催日 令和７年 １月１６日 （参加人数 １７名） 
主催  当協会 
後援  Ｋ－ＮＩＣ、川崎信用金庫、日本政策金融公庫川崎支店、 

川崎商工会議所、川崎市産業振興財団、川崎市男女共同参 
画センター 

 
 オンライン創業支援セミナー「みらい海図」 
    開催日 令和６年 ８月２４日 （参加人数 １０５名） 
        令和７年 １月１８日 （参加人数  ６６名） 
    共催  横浜銀行、日本政策金融公庫 
    後援  横浜市、川崎市、相模原市、神奈川県信用保証協会、横浜

市信用保証協会、横浜キャピタル、当協会 
 

② 創業５年未満の中小企業を対象とする「アーリーステージ対応資金」に
ついて、川崎市の保証料補助に加え、当協会も保証料率の引下げを行い、
保証料をゼロにすることで創業支援に取組むとともに、経営者保証を不要
とする「スタートアップ創出促進保証制度」の推進に取組みました。 

 
アーリーステージ対応資金  

件数       ２１９件（前年度比   ９３．６％） 
        金額   １３億７０百万円（前年度比   ９３．７％） 
 Ｐ３（１）１）④再掲 
スタートアップ創出促進保証制度を利用した保証 

    件数         ７件（前年度比  １７５．０％） 
        金額      ６６百万円（前年度比   ６８．０％） 
 
  また、過去に破産や廃業等を経験している経営者であっても、過去の失
敗を活かした事業計画等を踏まえて「再挑戦支援保証」を活用し、支援に
取組みました。 

 
  再挑戦支援保証 

        件数         １件（前年度比  １００．０％） 
            金額      １４百万円（前年度比  ２８０．０％） 
 

  ③ 「事業承継特別保証制度」や「経営承継準備関連保証制度」を活用し、
円滑な事業承継支援に取組みました。 

 
事業承継特別保証制度 

      件数         １件（前年度比   ５０．０％） 
       金額      ４５百万円（前年度比   ７１．６％） 
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経営承継準備関連保証制度 

件数             １件（前年度実績なし） 
        金額          ７４百万円（前年度実績なし） 
 

④ 生産性向上を図る中小企業のため、「設備強化支援資金」の保証料につ
いて、川崎市の保証料補助に加え、当協会も保証料率の引下げを行い、中
小企業の資金調達支援に取組みました。 

 
     設備強化支援資金  

件数      ２１０件（前年度比  １４４．８％） 
         金額  ４２億２２百万円（前年度比  １３９．７％） 

 
⑤ 川崎市が制度保証料の１／２を補助する「ＳＤＧｓ取組支援融資」を活
用し、ＳＤＧｓに取組む中小企業を支援しました。 

 
   ＳＤＧｓ取組支援融資 
            件数      １２４件（前年度比  １１０．７％） 

金額  ２４億４４百万円（前年度比  １２９．３％） 
 

  ３）利用者本位の利便性向上 
① 利用者の負担軽減や利便性向上を図るため、令和５年度から開始している
保証申込手続きの電子化を順次拡大しました。 

 

    保証申込手続きの電子化 

     令和５年度開始（２金融機関） 

令和６年 ２月開始  多摩信用金庫 

令和６年 ３月開始  横浜銀行 

令和６年度開始（１２金融機関） 

令和６年 ５月開始  みずほ銀行、神奈川銀行、川崎信用金庫 

令和６年 ７月開始  湘南信用金庫 

令和６年 ８月開始  千葉銀行、徳島大正銀行、さわやか信用金庫 

令和６年１１月開始  かながわ信用金庫 

令和７年 １月開始  りそな銀行、芝信用金庫 

令和７年 ２月開始  世田谷信用金庫 

令和７年 ３月開始  東日本銀行 

令和７年３月末現在 １４金融機関（令和６年度保証申込３，２７７件の

うち、電子申込１，０８３件（３３．０％）） 

        

② 利便性向上を図るための中小企業、金融機関アンケートについては、内 

容や実施時期を見直し、次年度に行うこととしました。 

 

③ 当協会の各種取組みについて、ホームページやディスクロージャー誌等を

活用して情報発信を行いました。 

 
（２）期中管理・経営支援部門 
１）適切な期中管理 
① 金融機関と連携し「予防的アプローチ」等の訪問支援に取組みました。ま
た、中小企業の経営課題解決に資する専門家派遣について利用の促進に努めま
した。なお、訪問の都合がつかない先にはダイレクトメールによる専門家派遣
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の案内を行ましたが、訪問先数が前年度より増加したことなどから送付者数は
減少しました。 

 
訪問先              ４０７者（前年度比  １１１．２％） 
訪問回数           延べ６０６回（前年度比  １１５．２％） 

   ダイレクトメール発送先      ４０８者（前年度比   ５７．３％） 
 

② 金融機関と連携して事故報告先の状況を把握するとともに、事故事由が解消
した場合は速やかに事故解除するなど適切な管理に取組みました。 

 
事故報告     件数      ６３７件（前年度比  １００．８％） 

            金額  ６８億２９百万円（前年度比   ９８．９％） 
   事故解除     件数      ３０８件（前年度比  １１８．０％） 
            金額  ３２億８３百万円（前年度比  １１４．９％） 
   事故残高     件数      ２３２件（前年度比  １０４．０％） 
            金額  ２２億１５百万円（前年度比   ９４．０％） 
 

③ 期中における連帯保証人の取扱いについて「経営者保証に関するガイドライ
ン」等に基づき適切に対応しました。 

 
ア 経営者保証を不要とした件数                        

７件（前年度比   ５８．３％） 
イ 旧代表者の経営者保証を解除し、新代表者の追加を行った件数        

７３件（前年度比   ８８．０％） 
ウ 旧代表者の経営者保証を解除せず、新代表者の追加を行わなかった件数 

１７８件（前年度比   ７３．０％） 
エ 旧代表者の経営者保証を解除せず、新代表者の追加を行った件数        

２件（前年度実績なし） 
 
２）生産性向上支援、経営改善支援及び再生支援に関する取組みの推進 
① 中小企業の多様な経営課題に対応するため、金融機関と連携して生産性向上、
経営改善等の専門家を活用した経営支援に取組みました。 

 
ア 生産性向上に係る専門家派遣 

経営診断先           １８者（前年度比   ６９．２％） 
経営診断回数        延べ７５回（前年度比   ７８．９％） 
 
経営計画策定支援先        ３者（前年度比   ６０．０％） 

     経営計画策定支援回数    延べ１０回（前年度比   ５５．６％） 
 

フォローアップ診断        ２者（前年度比   ５０．０％） 
 

イ 経営改善に係る専門家派遣 
経営診断先           ３９者（前年度比  １１４．７％） 
経営診断回数       延べ１５９回（前年度比  １２１．４％） 
    

     経営改善計画策定支援先      ８者（前年度比  １００．０％） 
    経営改善計画策定支援回数  延べ３７回（前年度比  １１２．１％） 

  
フォローアップ診断        ７者（前年度比  １００．０％） 

 
ウ 個別課題改善に係る専門家派遣 

     個別課題改善支援先        ０者（前年度実績     １者） 
個別課題改善支援回数       ０回（前年度実績     ３回） 
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② 求償権消滅保証を利用することによる正常化について、弁済状況や経営状況
をもとに３者について検討しましたが、対象となる先はありませんでした。 

 
③ 経営支援実施時のＮＰＳについて効果検証を行ったところ、目標値以上であ
り概ね好評価を得ることが出来ました。なお、経営支援における効果検証指標
のうち、ＣＲＤ区分が良化した先の割合、ＣＲＤ財務点数が良化した先の割
合、営業利益率が良化した先の割合については、経営支援の効果を図ることが
できる実施後２期目の令和８年度の決算を比較して検証を行うこととしまし
た。 

 

指標 目標値 実績値 

ＣＲＤ区分が良化した先の割合 ３５％以上 － 

ＣＲＤ財務点数が良化した先の割合 ５０％以上 － 

営業利益率が良化した先の割合 ５０％以上 － 

経営支援実施時のＮＰＳ（ネットプロモ
ータースコア） 

４０以上 ５８．９ 

 
３）事業承継支援に関する取組みの推進 
① 事業承継診断を通じて事業承継の状況を確認するとともに、早期着手の重要
性を説明するなど、円滑な事業承継を支援しました。 

 
事業承継診断先           ６３者（前年度比   ７０．０％） 

                                 
② 事業承継を課題としている中小企業に対し、専門家を活用した事業承継計画
策定支援に取組むとともに、中小企業に情報提供を行うため、川崎市と共催で
事業承継セミナーを開催しました。また、神奈川県事業承継・引継ぎ支援セン
ターの会議において情報交換を行いました。 

 
ア 事業承継計画策定支援先      ３者（前年度比  １５０．０％） 

事業承継計画策定支援回数  延べ１１回（前年度比  ２７５．０％） 
 

事業承継計画策定支援を含む経営改善計画策定支援先 
０者（前年度実績なし） 

 
イ 事業承継セミナー「事業承継は会社を継続させるためのバトンタッチ」 

 開催日 令和６年１１月２０日 （参加人数  ７名） 
共催  川崎市、当協会 

 
 

４）経営支援における金融機関や関係機関との連携 
① 金融機関や関係機関とのネットワークを活用して「経営サポート会議」を開
催し、中小企業の経営改善について金融機関や関係機関と連携して支援に取組
みました。 

 
企業数                 ９者（前年度比   ７５．０％） 
会議開催数               ９回（前年度比   ６４．３％） 
金融支援の合意成立企業数        ２者（前年度比   ５０．０％） 

 
② 金融機関や関係機関との情報共有や意見交換により、連携して中小企業の支
援に取組みました。 
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ア 協会が事務局となり、経営支援に関する情報を金融機関等と共有し連携を
強化するための「かながわ企業支援ネットワーク会議」及び新たな取組みと
して金融機関の経営支援及び再生支援の担当者向けに事例共有等の意見交換
を行うため「かながわ企業支援ネットワーク分科会」を開催しました。また、
金融機関や関係機関と中小企業支援に係る情報共有や意見交換を行うための
「中小企業金融情報交換会議」を開催しました。 

 
かながわ企業支援ネットワーク分科会 
 開催日  令和６年８月１日 
 出席機関 ２０機関 

 
かながわ企業支援ネットワーク会議 
開催日  令和６年１０月８日  
出席機関 ５０機関 

 
中小企業金融情報交換会議 
開催日  令和６年４月２２日、１０月２８日 
主催   当協会 
参加機関 川崎市、川崎商工会議所、川崎信用金庫、日本政策金融公庫川

崎支店、商工組合中央金庫神奈川営業部、川崎市産業振興財団、
神奈川県よろず支援拠点 

 
イ 中小企業の多様なニーズに応えるため、関係機関と連携した支援に取組み
ました。また、関係機関との連携強化や支援能力向上を図るため、職員を神
奈川県中小企業活性化協議会へトレーニーとして出向させました。 

 
川崎市産業振興財団を紹介した先     ２者（前年度比  ６６．７％） 
神奈川県よろず支援拠点を紹介した先   １者（前年度比  ５０．０％） 
中小企業活性化協議会へ相談持込みした先  ６者（前年度実績なし） 

 
（３）回収部門 
１）求償権関係者の状況に応じた柔軟な対応と適切な管理 
① 初動対応に注力できるよう代位弁済審査時に関係者の資産調査や担保の再評
価を行い、代位弁済後に資産背景等を活かした交渉及び督促を行いました。 

 
   資産調査や担保の再評価を行った件数  ３６件（前年度比  １２４．１％） 
    うち、仮差押による保全を図った件数  ７件（前年度比  １１６．７％） 
         

② 早期解決のため増額弁済交渉や一括弁済交渉及び担保物件の任意処分の交渉
を進めました。 

 
定期弁済の回収実績        ６５百万円（前年度比   ９７．１％） 
担保物件処分の回収実績      ８２百万円（前年度比   ６６．６％） 
スポット回収（一括弁済等）の回収実績   

１億８６百万円（前年度比   ８７．３％） 
 
２）効率性を重視した管理回収の推進 
① 回収見込みについて早期に見極め、交渉に応じない等誠意のない求償権関係
者に対しては、請求訴訟や支払督促などの法的手続を執り、回収の向上を図り
ました。 
顧問弁護士名による文書督促     １６件（前年度比   ８４．２％） 
仮差押                １２件（前年度比  １００．０％） 
支払督促               １件（前年度比  １００．０％） 
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請求訴訟              １４件（前年度比   ５１．９％） 
競売申立               １件（前年度比  １００．０％） 

 
② 求償権管理の効率化を図るため、法的手続等により回収不能となった求償権
については、管理事務停止及び求償権整理を行いました。 

 
管理事務停止    件数     ２４５件（前年度比  １０５．６％） 

金額 ２２億１７百万円（前年度比  １１５．７％） 
求償権整理     件数      ８７件（前年度比  ２０７．１％） 

金額  ９億 ７百万円（前年度比  １４７．５％） 
 

③ 定期弁済先や交渉継続先については、システムを活用して返済増額交渉を効
率的に行う等の求償権の適切な管理に取組みました。 

  
    定期弁済の回収実績       ６５百万円（前年度比   ９７．１％） 

スポット回収（一括弁済等）の回収実績 
１億８６百万円（前年度比   ８７．３％） 

Ｐ８ （３）１）②再掲 
 
３）求償権関係者への事業再生支援、再チャレンジ支援の推進 

 
① 求償権消滅保証を利用することによる正常化について、弁済状況や経営状況
をもとに３者について検討しましたが、対象となる先はありませんでした（Ｐ
７（２）２）②再掲）。また、神奈川県中小企業活性化協議会を活用した求償
権関係者からの求償権不等価譲渡の申出について適切に対応しました。 

  
求償権不等価譲渡の申出に同意した先       １者（前年度実績なし） 

        
② 誠実に弁済を継続しているものの、完済の見込みがない求償権保証人の再起
を図るため、一部弁済による連帯保証債務免除に取組みました。 

  一部弁済による連帯保証債務免除先   ６者（前年度比  １００．０％） 
 

③ 「経営者保証に関するガイドライン」等に基づく保証債務整理の申出につい
て適切に対応しました。 
「経営者保証に関するガイドライン」等に基づき保証債務整理に同意した先 

５者（前年度比  ２５０．０％） 
（４）その他間接部門 
１）コンプライアンス態勢の維持・強化 
① コンプライアンス・プログラム等を着実に実施するとともに、啓発活動や研
修により、コンプライアンスや不正等に対する役職員個々の意識向上を図りま
した。 

 
② 反社会的勢力の排除に努め、不正利用を防止するため、警察その他関係機関
と反社会的勢力に関する情報の共有等連携強化を図りました。また、反社会的
勢力排除の取組みについて、その重要性や対応等に関する理解をさらに深める
ため、神奈川県警察本部等から講師を招き、内部研修を実施しました。 

 
      令和６年７月１８日 
         内部研修（最近の暴力団等の情勢とその対応策等について） 
      令和６年７月２５日、１１月２８日 

     神奈川県内信用保証協会暴力団等排除連絡協議会 
      令和６年９月４日 
         神奈川県下三協会反社会的勢力に係る事務会議 
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 ③ 災害、感染症等緊急事態における事業継続を図るため事業継続計画（ＢＣＰ）
に基づいた、共同化システムの切替訓練及び安否確認訓練を実施しました。 

  
      令和６年１０月１３日、１４日      共同化システムの切替訓練 
      令和６年１１月５日           安否確認訓練 
 
２）経営の透明性の向上 
① 監事監査や内部監査により、業務の改善や不正過誤の防止を図りました。 

 
② 経営の透明性の向上を図るため、令和５年度経営計画の自己評価に対する客
観的評価を受けるための外部評価委員会を令和６年６月１９日に開催し、委員
の意見をホームページで公表するとともに、業務実績等を掲載したディスクロ
ージャー誌を発行しました。また、令和６年度経営計画の進捗状況を報告する
外部評価委員会を令和６年１１月２９日に開催しました。 

 
３）経営基盤の強化に向けた取組 

自己資金運用計画に基づき、金利動向等に注意を払い安全性に配慮した効率的
な資金運用に取組むとともに、債券入替による運用利回りの向上を図りました。 

 
４）中小企業支援機関としての組織力強化 
① デジタル技術の利活用による自動化（ＲＰＡ）の対象業務を拡大し、業務効
率化や活性化を図りました。 

 
② 中小企業の多様なニーズに的確に応えるため、ＯＪＴ、通信教育及び各種研
修を活用して能力の向上を図るとともに、早期に条件変更及び代位弁済に至っ
た事案に係る事後検証の実施や専門家派遣に職員が同行することにより、目利
き力や経営支援等に関するノウハウの修得に努めました。 

連合会研修     １４講座  ２１名受講（前年度比   ８４．０％） 
    通信教育      １１講座  ３０名修了（前年度比   ９６．８％） 
    事後検証件数            ３１件（前年度比   ５０．８％） 
    専門家派遣同行回数        ２１８回（前年度比  １１１．２％） 
 

③ 中小企業への支援能力を高めるため、中小企業診断士や一般社団法人全国信
用保証協会連合会が実施する信用調査検定等、職員の資格取得を推進しました。 

 
   中小企業診断士          取得者なし（前年度取得者    １名） 

第１次試験   １名合格（前年度受験者なし） 
連合会信用調査検定    上級  合格者なし（前年度合格者    １名） 

中級   ３名合格（前年度比  ３００．０％） 
初級   ３名合格（前年度受験者なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

５．外部評価委員会の意見等 
 
【保証部門】 

物価高騰や人手不足等の影響を受けた中小企業に対し、伴走支援型特
別保証制度や経営力強化保証制度等を活用して支援に取組んだことは評
価できる。厳しい経営環境にある中小企業に、引続き川崎市や金融機関
等と連携し支援に努められたい。 
経営者保証の取扱いについては、「経営者保証改革プログラム」等に沿

った取組みを推進したことも評価できる。 
また、保証申込手続きの電子化やディスクロージャー誌等を活用した情

報発信等、利便性向上に取組んだことも評価できる。 
【期中管理・経営支援部門】 

金融機関と連携した「予防的アプローチ」等の訪問支援の取組み、ま
た、中小企業の経営課題解決に資する専門家派遣について、利用の促進
に努めたことは評価できる。 
経営支援実施時のＮＰＳについて、目標値以上であり概ね好評価を得

ていることも評価できる。 
事業承継は社会的にも課題となっているため、引き続き支援に取組ん

でもらいたい。また、中小企業の様々な経営課題の解決に向け、引き続
き個々の実状に応じた支援に取組んでもらいたい。 

【回収部門】 
計画額は達成しなかったものの、効率性を重視した管理回収を推進するなど

で、回収の最大化に取組んだことは評価できる。 
また、求償権関係者への事業再生支援、再チャレンジ支援の推進も評価でき

る。 
    回収を取り巻く環境は、無担保求償権や第三者保証人のない求償権が多く厳

しい状況が続いていることから、引続き回収の最大化に取組んでもらいたい。 
【その他間接部門とコンプライアンスについて】 

反社会的勢力排除に係る関係機関との連携や研修を行う等の取組みは評価で
きる。 
中小企業への支援能力を高めるため、職員の能力向上を推進し、中小企業診

断士第１次試験の１名合格に繋がったことも評価できる。 
中小企業支援機関として、支援に必要な能力向上の推進に、引き続き取組ん

でもらいたい。 
また、コンプライアンスについては、コンプライアンス・プログラム及び実

施計画に基づいて着実に活動を行っていた。引続きコンプライアンスの意識向
上を図り、適正な業務運営に努められたい。 

【総括】 

長期化する原材料価格の高騰や円安等の影響により、厳しい状況にある中小
企業に対し、今後も円滑な資金繰り支援に取組むとともに、訪問支援や専門家
派遣による経営改善に向けた取組みが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 


